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国交相、国幹会議の廃止を表明 代替は「今後検討」

前原誠司国土交通相は2 9 日※の記者会見で、国会議員らをメンバーとし、

高速道路の新規着工路線などを決めている国土開発幹線自動車道建設会議

の廃止を表明した。
前原氏は国幹会議5 件の現状について「急に招集され、議論は数分。(高速

道路建設に)正当性を与えるための機関でしかない」と批判。廃止には法改正

が必要で、新たな意思決定の仕組みも必要となるが、「今後検討する」とした。

国幹会議は与野党の国会議員や有識者2 0 人で構成。新規着工の前提とな

る整備計画の策定などを決めている。4 月の会議では、東京外郭環状道路の

世田谷一練馬(東京都)など4 区間の新規着工や、暫定2車線で完成済みの

関越道上越線 (長野県一信濃町一新潟県・上越ジャンクション)など6 区間の4

車線化を決めている。
前原氏はこれまでの決定事項については「踏襲する」とし、整備を継続する

考えを示した。

※2009年9月29 日

国交省、高速道路は社整審で議論 国幹会議廃止に伴う法改正で

国幹会議の廃止

記者会見する前原国交相= 2 9 日午前、国交省
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国土交通省は12 日、前原誠司国交相が廃止を表明している国土開発幹線自動車道建設会議 (国幹会議) に代わり、社

会資本整備審議会 (社整審)で高速道路の新規着工区間などを決める方針を固めた。馬淵澄夫副大臣が同日、国交省

の政策会議後に表明した。1 8 日召集の通常国会に高速自動車国道法改正案を提出する。　 社整審は有識者らで構成す

る国交相の諮問機関。社整審に新規着工の是非などを諮る一方で、国会にも費用対効果を含めた事業評価の結果を提

示し、並行して妥当性をチェックできる仕組みにする。　 同法案を含め、次期通常国会に国交省が提出を予定している法

案は計8本。国直轄公共事業費の地方負担金は、全体の約2割を占める国道などの維持管理費分を一部廃止するよう

法改正する。


